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● ： 無料

● ： 令和６年12月２日（月）～令和７年３月31日（月）まで

● ： 奈良県建築士会館１階会議室予定（奈良市大宮町2-5-7）

● ：

サ ポ ー ト 会 場

建　築　士　サ　ポ　ー　ト　セ　ン　タ　ー　の　概　要

サポートの内容

サポートの流れ

サ ポ ー ト 費 用

サ ポ ー ト 期 間

申 し 込 み 方 法

奈良県建築士サポートセンター　事務局

令和７年（2025年）４月 改正法全面施行に係る

奈良県建築士サポートセンター
令和４年６月17日に公布された改正建築基準法・改正建築物省エネ法（以下、「改正法」という。）により、

令和７年４月から、旧４号建築物※の構造審査等が始まり、また、原則全ての建築物の新築・増改築時に
おける省エネ基準への適合が義務化されます。

※階数２以上又は延べ面積200㎡超の木造一戸建て住宅等は、都市計画区域外でも新たな手続きが必要となります。

このため、令和７年（2025年）４月改正法の円滑な施行に向け、申請図書の作成や申請手続きについ
て個別にサポートする「奈良県建築士サポートセンター」を（一社）奈良県建築士事務所協会に開設しま
した。

※以下のサポートを行いますが、これらは基準への適合性を確認するのではありません。

・確認申請図書の作成アドバイス（新２号対応、壁量計算、省エネ仕様基準）

・建築物エネルギー消費性基準適合判定（省エネ適判）の手続きアドバイス

・省エネ住宅ローン減税に必要な適合証明書作成アドバイス

① 書面での申し込み

② 事前電話サポート

③ サポート員 指 名

④ サポート日時連絡

⑤ サ ポ ー ト 実 施

・申込者が『建築士サポート申込書』により事務局にサポート申し込み

・事務局で図書一式の確認を要しないか否か対応内容を調整
・サポート実施の際は、申込者が事務局に申請書類・図面等一式を提出

・事務局でサポート可能なサポート員を指名

・事務局で日程調整をし、日時を双方に連絡

・サポート員が申込者に対面でのサポート実施

裏面の『建築士サポート申込書』を持参、メール又はFAXで事務局あてご提出ください。

（一社）奈良県建築士事務所協会 〒630-8115 奈良市大宮町2-5-7

TEL：0742-34-8850 FAX：0742ｰ34ｰ8886 Ｅ-mail：nrkjk@kcn.ne.jp

（月～金（祝祭日除く）９：00～17：00）

【 注 意 事 項 】

・サポート件数は月18件ですので当該件数を超えた場合、又は事務局で図書一式の確認を要しないと判断した場合はお
断りさせていただきます。

・サポートは、具体的な計画への設計・コンサル業務としての関与や、確認審査業務の一部を担うものではありません。
・サポート業務で知り得た情報については、守秘義務を厳守します。

（但し、当該証明書作成のみのアドバイスは除く）



： □都市計画区域内（　　 　 市町村）　□都市計画区域外（　　　  市町村）

： 造 階建て

㎡ ㎡

：

※
申込内容について事務局で事前に確認を行いますので、日中連絡可能な電話番号をご記入下さい。

《事務局記入欄》

令和７年（2025年）４月　改正法全面施行に係る

『　建　築　士　サ　ポ　ー　ト　申　込　書　』

令和　　 年　　 月　　 日 

申 込 者 氏 名 勤 務 先

連絡先電話
※ 連 絡 先 FAX

連絡先E-mail

希 望 す る

サポート内容

□確認申請図書の作成アドバイス（新２号対応）

□確認申請図書の作成アドバイス（壁量計算）

□確認申請図書の作成アドバイス（省エネ仕様基準適合）

□建築物エネルギー消費性能適合性判定（省エネ適判）の手続きアドバイス

□省エネ住宅ローン減税に必要な適合証明書作成アドバイス

□その他（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【 お申し込み先 】

　 （一社）奈良県建築士事務所協会　　F  A  X：  ０７４２－３４－８８８６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 E-mail：  nrkjk@kcn.ne.jp

建 築 物 概 要

建 築 場 所

構 造 ・ 規 模

建築面積 延べ面積

主 要 用 途

図 面 等 の
□あり □なし

申請図書の有無

※ご記入いただいた個人情報は本サポート業務のためにのみ使用し、他の目的では一切使用いたしません。

※サポート員は、本サポート業務で知り得た情報について第三者に漏洩しない旨誓約しています。

サ ポ ー ト 日 時 決 定 連 絡 書

令和　　 年　　 月　　 日 

サポート申込について、下記のとおり決定しましたので連絡します。

サポート日時 サポート場所

備 考

該当に

以下同じ

令和７年（2025年）４月 改正法全面施行に係るサポートを申し込みます。

なお、サポート内容は基準への適合性を確認するもではないことは理解しており、当該内容は参考にと

どめ、建築確認、適合性判定等許認可については自己の責任において行うことを 申し添えます。

（但し、当該証明書作成のみのアドバイスは除く）


